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　1952 年、日本は、サンフランシスコ講和条約

により西側陣営の一員として独立した。その際、

日本は独立後も米軍に基地を提供し続けることを

求められ、また、米国による東アジア安全保障戦

略の中心的役割を担うことを期待されるようにな

る。一方、熱戦の当事者となった韓国は 1953 年

の休戦後も前哨国家であり続けた。対日講和後も

米国の占領下におかれた沖縄では、次々と基地が

建設されていき、住民の意思は黙殺された。

　このように、50 年代前半には、冷戦という条

件下で米国の政策と現地政府の政策が結びつき、

冷戦におけるそれぞれの国（もしくは沖縄のよう

なそれに準ずる行政区域）の「在り方」が形成さ

れていったが、それと同時に、この「在り方」に

対して代案を提示する「異議申し立て」も、各地

で提起されていった。勿論、性格は国によって異

なっていたが、これらの異議申し立ての論理は冷

戦において生まれ、その後の国際情勢の変化の中

で強まっていったという点で同じ文脈上にあった。

　本稿は、こうした 50 年代前半の北東アジアに

おける異議申し立てについて考察する。その際、

米国の政策の中で不可分に結びつけられていた日

本、韓国、沖縄を対象とし、これらの諸国家・地

域内において、異議申し立ての中心となった革新

諸政党（日本社会党、韓国の進歩党、沖縄社会大

衆党・沖縄人民党）の主張と行動原理にこの時期

にどのような変化が起こったか、その変化の要因

は何であったか、そしてそれらが米国の政策にど

のような影響を与えたかを明らかにする。そして、

さらにそうした各国の異議申し立てを比較するこ

とで、それらの差異が米国の政策決定にどのよう

に作用したのかも明らかにしたい。

　各地での抵抗や本稿で言う「異議申し立て」を

地域大の文脈で捉えたものとして道場親信と佐々

木隆爾の研究が注目される。道場は当時の基地反

対運動に東アジア大の「反システム運動」の可能

性を見出しているが、本稿は、道場のように「反

システム運動」を基地問題という直接的な米国と

の対峙のみに限定することをせずに、より広い意

味で捉えたい 1。佐々木の研究は 50 年代における

米国の政策（ドミノ理論）と、東アジア各地での「独

立と革命」を対置させているが、50 年代中盤の「ア

ジア・アフリカ」主義等の国際情勢の変化の影響

について、それらが米国の政策に直接与えた影響

に焦点を当てている。これに対し本稿では、共通

の前提となりえる 50 年代中盤の国際情勢の変化

が各地の異議申し立てを経由して、米国の政策決

定にどのように影響を与えたかを明らかにする 2。

　本稿は、特に、米国がそれらの異議申し立てへ

の対応を考慮することとなった 1957 年６月から
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７月にかけての岸信介首相訪米と極東米軍再編に

ついて扱う。この準備過程に関する研究は多いが3、

こうした観点がどのような意義を持つかを、最も

包括的にこの問題を扱っている李鍾元の研究に二

つの批判を試みることで明らかにしたい 4。

　まず、李の研究は日本国内の反基地感情と韓国

国内の進歩党の躍進の同時性を見ていない。李は

アイゼンハワー政権に特徴的な経済に配慮した対

同盟国政策が、まず地域的中心の日本に適用さ

れ、次に遅れて周辺である韓国への適用が模索さ

れ始めたと主張しており 5、そうした政策の韓国

への適用の背景として、冷戦の政治経済競争への

変質、ロストウ・ミリカン的開発主義の広まり等

とともに、韓国の国内政治上の変化である、進歩

党等の野党の躍進を挙げている 6。しかし、進歩

党が最大の政治的インパクトをもっていたのは岸

訪米、極東軍再編の準備の時期であり、結局この

時期には、地域的中心の日本を優先する米国の政

策の前に対韓政策の転換は頓挫したのである。そ

の後、米国は韓国においては、経済開発よりも保

守勢力同士の権力闘争への対応に忙殺されること

となる。

　二点めは、50 年代に軍事の韓国と経済の日本

という地域内分業が形成されたことが、韓国の経

済発展の制約要因として働いたという主張自体に

ついてである 7。確かに、こうした側面は否定で

きないが、それだけでは、同じく北東アジアの「軍

事」を担う地域内の「周辺」である沖縄、台湾に

対するアイゼンハワー政権の政策が、50 年代後

半に対韓政策よりも早く「経済重視」に転換した

ことを説明できない 8。本稿では、その要因を異

議申し立ての強さと、その性質にあることを、各地

の異議申し立てを比較することで明らかにしたい。

　本項では、日本の異議申し立ての中心の一つで

あった左右両方の日本社会党について扱うが、こ

の問題については別稿で詳述したので、ここでは

簡単な記述に留めたい 9。

　51 年に講和問題への対応の違いによって分裂

した両社会党であったが、54 年前半、保守党間

の政権タライ回しや、逆コース政策に対抗するた

めに、再統一が模索されるようになった。そして、

４月には両党幹部が将来の統一について合意し、

吉田内閣総辞職後の 55 年２月の総選挙では統一

が公約され、10 月に合同大会が開催されたので

ある。その過程で、統一の最も大きな障害の一つ

であった安保政策の差異については、相互に歩み

寄りが試みられ、さらに国際情勢の変化に影響を

受けることで、その内容はより積極的に国際平和

に働きかけるものとなっていった。以下、その過

程について考察したい。

　分裂直後の左派社会党（以下左社）の外交政策

は、米ソによる第三次世界大戦を阻止する所謂「第

三勢力」の方向へ進むことで平和を守るというも

のであったが 10、安保政策は、戦争に巻きこまれ

ることを回避するという従来の消極的な中立主義

の考え方であった。それに対し右派社会党（以下

右社）は、共産主義を国際平和への脅威と認識し、

安保政策においては中立主義を否定して西側陣営

との協調を主張していた 11。

　変化はまず左社に起こった。53 年７月の朝鮮

休戦と、国際社会において近似した構想が議論さ

れるようになったことが、53 年９月、利害関係

国との日本の中立に関する条約締結を推進すると

いう考え方を、左社が新たな外交方針として採用

することを可能にした 12。この構想の根底には日

本の戦争回避だけではなく、戦争自体を防ぐとい

うより積極的な狙いがあった 13。上述の外交政策

における積極性が安保政策にも適用されたと言え

る。これに加え、国際的な緊張緩和は、左社が従

来持っていた世界平和への使命感自体もより強化

していった 14。

　そして、イーデン（Anthony Eden）英外相が
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インドシナ休戦に際して、54 年６月に東南アジ

アへのロカルノ方式の適用について言及すると、

今度は右社が、その直後の左社側との会談におい

て、日米安保条約及び SEATO と中ソ友好条約

の間に架橋する形でこの方式を日本に適用するこ

とを提案した 15。しかし、会談において右社側は

ソ連の脅威についても述べており、その変化は、

中ソの中立保障には頼らないという 54 年度運動

方針を超えるものではなかった 16。しかし、９月

の超党派の日本国会議員団訪中は、右社の対中

脅威認識を大幅に緩和し、こうした運動方針を

再考させた 17。

　その後、両社会党は統一のために、55 年の５

月から綱領政策小委員会において政策の妥協点を

探した 18。ここで左社代表は、新ロカルノ協定式

安保機構内で侵略が起こった際の対処法として、

全加盟国が被侵略国を経済的・外交的に支援する

ことを提案したが、その際、直前のバンドンでの

アジア・アフリカ会議の成功に影響を受けたもの

と思われる発言をしている。しかし、結局、55

年 10 月に発足した統一社会党の安保政策は、侵

略への対処は曖昧にした「日米中ソを主要参加国

とする集団的不可侵及び安全保障条約を結ぶ」と

いう記述に落ち着いた 19。この結果は、表現上「中

立」を取り下げ実質的にも細かく譲歩した左社に

対し、右社は「自由世界への帰属」という態度を

放棄する形で、双方が中立主義的な色彩を帯びた

「自主独立」という立場で妥結したものといえる。

　以上のように、朝鮮休戦後の国際情勢の変化は、

議会内で急速に勢力を拡大しつつあった両社会党

に、統一の過程で、理念的にも従来以上に積極的

な平和外交の立場をとるように促したのである。

　こうした社会党を含む中立主義勢力に対し、日

本を西側陣営に留めたかった米国は警戒感をあら

わにした 20。こうした懸念が、55 年４月に、日

本の軍事的貢献より政治・経済的安定を優先する

ことを明言した政策文書であるNSC5516/1 へと

つながる 21。しかし、米国の中立主義への懸念は、

その後両社会党の統一によって強まったように思

われる。統一後の社会党は国務省内で「全体とし

て中立主義的」と評された 22。

　その後、統一社会党の勢力が増大した 56 年７

月の参院選は、米国のさらなる懸念増大の契機と

なった。こうして、米国務省や在日大使館におい

て日本が最近「国家のプライド」に再び目覚め、

米国からの「完全な独立」の欲求を高めているこ

とが懸念され始め 23、その後、岸訪米へとつなが

るような対日政策の調整が模索されることとな

る。

　韓国では、56 年５月の正副大統領選挙におい

て、有力な野党として、保守で反共の民主党と、

革新の進歩党（当時はまだ推進準備委員会）が、

保守与党自由党と対峙することとなる。そして、

大統領選挙では現職の李承晩が勝利したが曺奉岩

進歩党候補も善戦し 24、副大統領には、大衆の生

活水準向上の欲求に訴えた張勉民主党候補が当選

した。本稿では、特に、曺を中心とする革新政党

進歩党の「平和統一論」と「社会民主主義」につ

いて考察する。

　まず、平和統一論について考察する。提唱者で

ある曺は、大韓民国成立前後にはすでに平和的に

南北を統一することを主張していた 25。しかし、

朝鮮戦争勃発後暫く、曺は反共的な姿勢をとり続

け、56 年の選挙に際し漸く南北統一選挙による

平和統一論を再び公に掲げることとなる。本稿は、

曺が再び平和統一を唱えることを可能にし、また、

その際の主張の具体的な内容にも影響を与えた諸

要因について考察する。

　54 年４月の朝鮮問題を協議するためのジュ
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ネーヴ会談の直前に、会談への対応策を提議する

ことを目的として書かれた「我々の当面する課業」

という論説で 26、曺は統一の手段として武力統一

とともに、会談の結果行われうる南北統一選挙に

触れている。文中で曺は、ソ連の平和攻勢を信用

しない反共的姿勢をとったが 27、後の回想によれ

ば、この時にはすでに平和的統一しか方法はない

と考えていたという 28。いずれにせよ、インドシ

ナ休戦による緊張緩和が武力以外の統一方法の主

張を可能にしたことは事実であり、この「統一選

挙」という考え方がその後の曺の思想の軸となる。

　その後、曺は 56 年の選挙において「平和統一論」

を強く打出したが、その具体的内容は 57 年 10 月

に執筆した「平和統一への道」に示されている。

まずここで曺は、統一が必要な理由を三つ挙げて

いる。一つめは、民族的感情、二つめは経済的事

情、そして、三つめが、朝鮮半島を原因とする世

界戦争の回避であった 29。その上で、曺は武力統

一は時代遅れだと断言したが、その理由は大きく

二つあった。一つは、曺が特に原水爆の問題を懸

念し、同盟網が整備されている現在、朝鮮半島の

戦争が世界大の核戦争を誘発すると考えていたこ

とであり 30、二つめは、緊張緩和と並行してジュ

ネーヴ会議や国連総会において朝鮮問題の平和的

解決が模索されていたことであった 31。別のイン

タビューでは、曺は他にも理由の一つとして世界

的な平和主義の潮流を挙げている 32。

　このような平和統一論を、曺がこの時期になっ

て主張するようになった国内政治的要因として

は、56 年の選挙において他の勢力と一線を画す

る必要があったこと 33、そして、休戦後、武力統

一の主張が求心力を失っていく中で、ジュネーヴ

会議において卞榮泰韓国外相が条件付きではある

が南北同時選挙を主張するなど、曺が国内の言論

状況が以前より自由になったと認識したことが挙

げられる 34。さらに、ここに国際的な要因が加わ

る。まず注目されるのは、曺が 54 年には批判し

ていたソ連の平和共存への努力を、その後ある程

度評価するようになったことである 35。このこと

から、この時までには曺は国際的緊張緩和を強く

意識するようになっており、こうした世界的潮流

が平和統一の主張に大きく影響を与えていたこと

がわかる。また、大陸中国の台頭が、曺に平和統

一論を主張する機会を与えたことも注目される。

曺は、ジュネーヴ会談後、米中両国の関係が好転

して大陸中国の国連加盟問題が考慮されるように

なれば、朝鮮問題の解決も難しくないだろうと考

えたのである 36。

　次に、進歩党の社会民主主義思想について検討

する。50 年代中盤に社会民主主義の議論が活発

化した背景にはいくつかの要因がある。まず、国

内的な要因としては、朝鮮戦争終結後の経済建設

の方途の提示が必要となったこと、そして、革新

政党である進歩党の結成準備が社会民主主義に関

する議論の場を提供したことが挙げられる。

　次に、国際的要因であるが、一つめは、緊張緩

和とともに登場した曺の平和統一論に関連してい

る。曺は平和統一論において国連監視下の南北総

選挙による韓国の勝利を目指していたが、それに

は韓国国内の大衆に民主主義のよさを教える必要

があると考えた。そして、その手段として、曺は

社会民主主義によって、大衆の経済的な問題を解

決しようとしたのである 37。

　二つめは、原子力技術の発展であるが 38、注目

すべきは、三つめの世界の修正資本主義・社会主

義の趨勢である。進歩党はヨーロッパの修正資本

主義・社会民主主義の動きにも影響を受けたが 39、

より重要であったのは、発展途上国の速やかな発

展のためには社会民主主義を選ばなければならな

いという認識であった 40。この考え方は、A・A

会議を主導した国々が、「社会主義的福祉国家志

向」であった（と、少なくとも進歩党は認識して

いた）ことに、刺激されたものであった 41。

　このように、国内の政治的変化と、緊張緩和や

A・A諸国の影響力増大という国際情勢の変化の

中で、曺と進歩党はその主張を前面に押し出して
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いくこととなる。

　米国は、欠点はあっても韓国を安定させる手段

として有効であった李承晩政権を揺るがす、こ

うした曺の影響力増大を注視していた 42。在韓米

大使館は、５月の選挙結果を、資本主義への幻

滅と計画経済への一定の支持と認識した。また、

韓国を訪問した米予算局のメイシィ（Robert M. 

Macy）も、韓国の人々が韓国政治の左傾化を懸

念していることに注目し、民主・進歩両野党に選

挙の争点とされていた 43、韓国経済の負担となっ

ている過大な軍事力の削減の必要性を指摘した 44。

他にも、56 年には韓国の現状を見た米国当局者

からの政策提言が多くなされ、米国政府内でも韓

国経済について議論されるようになっていった。

それらの要因としては、主に、アイゼンハワー

（Dwight D. Eisenhower）政権の対外援助削減の

試みと、韓国経済の復興段階の終了が挙げられる

が、本節で述べた韓国における野党勢力の成長も

一つの要因であったと考えられる。

　異議申し立てが最高潮に達した 56 年の島ぐる

み闘争当時の沖縄における主要政党は、行政主席

比嘉秀平を党首とし、復帰よりも米軍統治に積極

的に協力する「現実主義」保守与党の琉球民主党、

日本復帰を基本理念として中道と革新の間で揺れ

る沖縄社会大衆党、非合法共産党組織を持ち、米

軍統治と強く対峙する沖縄人民党の三政党であっ

た。本節では革新勢力である社大党と人民党の異

議申し立てについて考察する。

　社大党は復帰運動の中心の一つであったが、そ

の祖国復帰の主張の強弱には時期によってムラが

あった。本稿の対象とする時期において、社大党

の復帰の主張が強まる条件は、講和会議、奄美復

帰、日本の国連加盟など、沖縄が便乗して復帰を

主張できる「国際法上の変化のチャンス」が存在

することであり、その時期が去ると、同党は、日

本復帰よりも自治拡大・民主化の方に重点をおく

というパターンが存在した。

　社大党が日本復帰を公式に党是としたのは、対

日講和条約に際して沖縄の帰趨が問題となってい

た 51 年３月であった 45。その後、人民党と共同

で組織した日本復帰促進期成会は活発に署名運動

を展開したが、結局、復帰はかなわず、その後、

琉球中央政府の設立が決定し、52 年３月に立法

院の選挙が開かれることになると、社大党は自治

拡大に重点を置くようになる 46。

　しかし、９月に、日本外務省筋が奄美大島の日

本復帰が近く実現する旨言明したことで、沖縄政

界で再び復帰論議が盛り上がり、10 月には立法

院において沖縄を奄美と同時に復帰させることを

求める決議が全会一致で可決される 47。11 月の

社大党中央委員会では、日本復帰政策について「積

極的運動を展開」することが決定され、翌月には

平良辰雄社大党委員長が東京に赴き、参議院にお

いて祖国復帰への支援を訴えた 48。

　その後、53 年に立法院において社大・人民両

党による野党連合が結成されたが、３月に発表さ

れたその統一綱領の中には「条約三条撤廃、即時

完全日本復帰実現」という表現が含まれていた。

社大党は本来、米軍統治の法的根拠となっている

講和条約第３条の「撤廃」を公式な方針としては

いなかったが 49、ここでは人民党に合わせたもの

と思われる。また、この時期、社大党は「即時復帰」

という表現も多用するようになっていった 50。

　その後、社大党は 10 月に奄美復帰後の方針と

して、中央委員会で「新事態への対処」を確認し

たが、その内容は、統一綱領の「即時復帰」から

の少なからぬ後退であった 51。さらに、アイゼン

ハワー米大統領が 54 年１月７日、年頭教書で「沖

縄の米軍基地を無期限に保持する」と述べると、
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社大党は同月 30 日の党大会で、これに迎合する

ような宣言を行った 52。その後も、米軍当局の復

帰運動に対する弾圧は一層強まっていき、６月に

米国民政府が共産主義者の公職追放を示唆する

と、社大党は動揺し 53、さらには、民主党の反対

によって立法院での日本復帰決議案否決が確実視

されるようになると、社大党議員は決議案を上程

させないことで否決を避けようとした54。他方で、

「復帰ができないならば」と、社大党は、民主主義・

自治拡大の追求へと政策の重点を移していく 55。

　しかし、56 年に再び状況は変化する。６月に

米国の沖縄における軍用地使用料の一括払いとい

うプライス勧告の内容が明らかにされると、この

事実上の買い上げへの超党派的な抵抗が生じた。

その際、社大党が依拠した論理とは、党の基調で

ある人権と民主主義の擁護、そして、「沖縄の領

土主権国は日本」であるから、この問題に関して

は日本政府が米国と折衝する必要があるというも

のであった56。この領土主権というスローガンは、

土地問題を経済問題にだけではなく、祖国復帰の

問題と結びつける契機を含んでおり、島ぐるみ闘

争において広く使用されることとなる 57。

　また、緊張緩和の流れの中で日本がソ連と国交

を回復し、56 年 12 月 18 日の国連加盟が実現す

ると、国連憲章 78 条の、加盟国には信託統治を

行うことができないという規定に依拠して、沖縄

を信託統治適用まで米国の統治下に置くとする講

和条約第３条自体が無効であるという主張が可能

となった。これを根拠に、社大党は同月 19日に日

本政府に施政権返還実現を主張する電報を打ち 58 、

翌年２月の第９回党大会でも、祖国復帰の主張を

前面に押し出した 59。

　この時期の社大党の祖国復帰の主張の強まり

は、基底にある国際法上の変化のチャンスだけで

なく、この時期に特有の二つの要素によって助長

された。まずは、島ぐるみ闘争の影響である。米

軍統治への不満の大規模な噴出は、それまでにな

く沖縄住民を政党の主張に注目させ、また、日本

本土にも沖縄の状況を強く意識させた。そのため、

米軍は従来のように弾圧を加えにくくなり、沖縄

における言論・運動空間が従来よりも開かれるこ

ととなった。さらに、社大党自体も土地問題のよ

うな不利益の根本的解決を、祖国復帰と強く結び

つけた 60。

　二つめは、A・A会議に見られるように世界的

に反植民地感情が高まったことである。以前にも、

人民党に合わせて、社大党が「植民地」という言

葉を強調したことはあった 61。しかし、55 年４

月のA・A会議以降、社大党は、そこでのイン

ドネシアのスカルノ（Soekarno）大統領の演説

の表現を援用し 62、米軍の統治を「新たな植民地

主義」に擬えて批判するようになる 63。スカルノ

は、植民地主義の定義が古典的な狭い意味に限定

されることに警鐘を鳴らしたのであり、この「植

民地」の定義の拡大が、特殊な形態で「異民族」

に支配されている沖縄の姿と結びついたのである。

　このように、56 年には、社大党は島ぐるみ闘

争とバンドン精神に支えられながら祖国復帰を三

たび強く主張することとなったのである。

　人民党は、51 年の署名運動以降祖国復帰を強

く主張し続けた。さらに、50 年代前半の、日本

共産党との連携、特に土地問題に表れた沖縄にお

ける米軍の圧政、そして国際情勢の変化といった

諸要因は、人民党の反米的性格を強めていった。

以下、その過程を見ていく。

　53 年に沖縄で非合法共産党組織が結成され、

瀬長亀次郎・人民党書記長がその委員長を兼務す

ることとなった。結成の目的は、米軍当局による

人民党非合法化に備えた大衆闘争を推進する地下

組織の整備であり、日本共産党の武力闘争路線は

沖縄では実行不可能であったため採用されなかっ

たが 64、これを契機として人民党の主張は急進化

していくこととなる。従来、日本共産党は 51 年

２月の第４回全国協議会ですでに沖縄から米軍
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を撤退させる方針を表明していたが 65、人民党の

51 年 12 月の第５回党大会の一般報告では、基地

に関しては強制立ち退き反対と軍用地使用料支払

いの要求が中心となっており、その存在自体を問

題とする言説は表向きは殆どなかった 66。立法院

においても、瀬長は基地問題に関する発言には慎

重で 67、沖縄共産党組織設立の直前でさえ、自身

が発議した復帰についての決議は、「駐留軍撤廃

は謳っていない」と明言している 68。しかし、沖

縄共産党組織が設立されて初めての党大会であ

る、53 年 12 月の第６回大会は、米国による沖縄

植民地化の目的を「アジア侵略」や「日本の解放

運動を沖縄からおさえつける」ための基地化と定

義した 69。この変化は、瀬長の「世界的な民族解

放戦線」に沖縄を連ねるという従来の姿勢の延長

線上ではあるが 70、他方で、日本共産党の方針が

本格的に採用されたことを示しており 71、さらに、

54 年４月には党中央から、沖縄問題の中心は基

地反対の闘争だという指令が下された 72。また、

54 年３月の第五福竜丸被爆事件が増大させた「原

水爆戦争」の恐怖も人民党の舌鋒を鋭くさせた。

同年８月に、瀬長は立法院で原水爆に反対する決

議案を発議し、沖縄戦の経験や福竜丸事件を挙げ

て、沖縄の原水爆基地化を批判した 73。このよう

に、人民党は日本共産党との本格的な連携の始ま

りや福竜丸事件と前後して、より激しく米軍基地

の存在を批判するようになっていったのである。

　ただ、これはあくまで公式の場においてのこと

で、例えば、沖縄人共産党を組織するために人民

党へ派遣された奄美共産党員の林義己は、52 年

３月には沖縄は朝鮮爆撃の拠点であるという認識

の下に活動しており 74、さらに、その奄美共産党

の最高指導者は人民党の中村安太郎であり 75、瀬

長自身も、52 年６月にはすでに林の主張する党

組織の結成に同意している 76。林は、その後も沖

縄の労働運動において活躍し、53 年９月の全沖

縄労働組合協議会結成にも中心的な役割を果たし

ており 77、こうした中で、同年に行われた第２回

メーデー大会は、人民党大会より一足先に軍事基

地化反対と外国軍隊即時撤退の姿勢を明確にして

いる 78。

　次に、人民党の土地闘争や日常闘争に関する方

針について考察する。米国民政府は53年４月の布

令 109号「土地収用令」に基づき土地の接収を進

めていった。54年 10月の米軍政当局による人民

党弾圧事件によって瀬長を含む人民党幹部が逮捕

された直後、沖縄共産党組織内において、土地問

題に全住民の力を結集し労働者の日常闘争と結び

つけることで米国の弾圧に対抗し、アジア侵略の

ための沖縄基地化と闘うという方針が決定され 79、

実際に、瀬長収監中に党活動の中心となった国場

幸太郎は伊佐浜で積極的に土地闘争を支援した 80。

また、特に 50 年に始まる基地建設ブームによっ

て顕在化したような、土地収用・基地建設による

農業中心の産業構造の破壊、低賃金による沖縄人

労働力の買いたたき、米国軍人の犯罪などの、劣

悪な労働条件の押し付けや人権無視も、人民党の

抵抗の大きな動機となっていった 81。

　さらに、当時の国際情勢の変化にも人民党は影

響を受けたように思われる。勿論、日本共産党と

つながっているからには、人民党が中ソの平和攻

勢に好意的であるのは当然であった。そしてさら

に、米国の圧政と対照をなすA・A諸国、ここ

でも特に共産主義中国の平和擁護勢力としての台

頭は、それらの地域への侵略基地と認識されてい

る沖縄における人民党の基地反対・土地収用反対

闘争における問題意識を強めた 82。

　このように、53 年以降、人民党の米国との対

決姿勢は急速に強まっていき、「沖縄の永久原水

爆基地化」への反対は、島ぐるみ闘争において、

土地闘争を経済的な問題にすり替えることを最後

まで拒否する非妥協的な抵抗の論理となったので

ある。

　このような沖縄の政治指導者たちの論理は、56
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年６月には、島ぐるみ闘争という住民の生活と直

結する舞台を得て、住民大会においては沖縄全島

で約 15 万人を動員し 83、12 月には瀬長を那覇市

長に当選させた。また、この事件を契機として日

本本土でも各地で沖縄問題に関する国民大会、市

民大会が開かれた。

　こうした状況に際して在日米大使館は、一連の

事件の日米関係に与える悪影響と、沖縄の祖国復

帰感情の高まりを懸念し、本国の国務省に多くの

提言を行うこととなる 84。これを受けて、ロバー

トソン（Walter S. Robertson）国務次官補は日本

の国連加盟に乗じた復帰の主張、瀬長の市長当選、

プライス勧告への反発などを懸念し 85、57 年１

月には、ダレス（John F. Dulles）国務長官への

覚書で、沖縄統治の再検討のための両省間協議を

国防長官に提案することを勧めた 86。こうして、

沖縄に関する両省間の協議が始まることとなる。

　以上に述べたような状況に直面した米国務省

は、太平洋の米軍司令系統再編の準備を利用しつ

つ軍部との対韓対沖政策見直しのための折衝を行

い、同じく 57 年６月に岸信介首相の訪米を設定

することで対日政策の再調整を試みた。

　結果として、日本は岸訪米によって米軍全地上

戦闘部隊撤退の言質を得、また、安保条約改定の

前段階を踏むことができた。勿論、この「成功」

は、日本の異議申し立てに正面からそれに応える

ものではなかったが、それ以上に、韓国と沖縄に

関しては、この 57 年７月の時点では軍部の強硬

な反対により、諸懸案への効果的な対処は殆どな

されず、両地域での異議申し立ては黙殺される形

となった。

　韓国に関しては 57 年６月に核・通常両用兵器

が在韓米軍に配備されることが発表されたが、そ

れと引き換えに考慮されていた、援助の経済開発

への効果的な運用のための、韓国軍縮小や、援助

管轄権限の国連軍司令部から大使館への移行は頓

挫した。韓国軍削減に強硬に反対したのは李承晩

大統領と米軍部であったが、後者の反対は、日本

の軽武装路線と表裏一体の関係にあった87。また、

米軍の核・通常両用兵器であるオネストジョン・

ロケット砲が、その存在が問題となっていた日本

から韓国へと移動したが 88、韓国にも当時反核思

想があったことは先述の通りである。

　沖縄については、土地問題には新たな対処はな

されず、祖国復帰問題も日本の「潜在主権」が再

確認されるにとどまり、沖縄現地の最高責任者が

米軍人から任命されるという仕組も、政治・経済

的配慮から米政府内で議論にはなったが、結局は

変わらなかった 89。また、岸訪米の準備段階で、

米軍は日本において反核感情が中立主義的志向を

増大させることを懸念し 90、外務省が日本に核戦

力を送らないように米国に要求したこともあり 91、

そしてさらに、日本からの米軍撤退や、日本の基

地使用の自由を制限する日米安保条約改定への配

慮によって、従来からの米軍部の沖縄基地の重視

はより固定化していったのである 92。さらに、日

本からの地上戦闘部隊撤退の方針のもとに、日本

に駐留する米海兵隊一連隊の沖縄への移動が実行

されることとなる。この部隊はすでに沖縄に駐留

していた米第３海兵隊の一部であったが、元来、

1955 年に行われたこの第３海兵隊の沖縄への移

動こそが土地問題の大きな要因であった 93。

　ここまでの分析を踏まえて、本節では、各国（ま

たは行政区域）の異議申し立てのタイミング、「強

さ」の二点に注目してこれらを比較しつつ、その

差異が米国の政策決定においてどのような意味を

もったかを考察したい。

　まず、タイミングについてである。日韓沖にお

ける異議申し立ては岸訪米準備の時点ではすでに

顕著になっていたが、このように大きな動きとな

り始めた時期には違いがある。



91950 年代冷戦と北東アジアにおける異議申し立て

　日本では、講和条約直後には、政党や知識人と

いった革新陣営が大人しい時期もあったが 94、53

年の朝鮮戦争休戦以降、異議申し立てが再び盛り

上がり始め、54 年には福竜丸事件や在日米軍の

分担金をめぐって、米国に政策転換を迫ることと

なる。NSC5516/1 において軍備増強よりも政治・

経済的安定を優先する政策転換が示され、その後

は日本における「国家のプライド」が米国政府内

において議論されるようになる。岸訪米はこのタ

イミングで行われた。

　しかし、韓国はといえば、民主党や進歩党の創

設に向けた野党勢力の動きが活発化し始めたのは

1955 年に入ってからであった。その理由として

は、1954 年に「四捨五入改憲」として行使され

た李承晩の超法規的な政治手法への反発の他に、

そもそも朝鮮戦争とその後の復興でそれ以前は異

議申し立てどころではなかったことや、国民の共

産主義との戦争の経験や、体制の反共的性格か

ら、日本のような米国の政策に対立する主張が生

まれにくかったことが挙げられる。一方、沖縄で

は 1951 年以降、ある程度の異議申し立ては行わ

れたが、1954 年には米軍当局のあからさまな弾

圧によって無理やりそれらは押さえ込まれ、1956

年 6 月になって再び噴出することとなる。米国が

最初に対日政策を経済重視に転換したのは、勿論、

米国が日本を地域の中心として重視していたとい

うこともあるが、沖縄、韓国において政策転換の

必要性を感じるほど、事態が逼迫していると認識

していなかったことも重要であった。

　この議論をさらに精緻化するために、各国の異

議申し立ての「強さ」について比較したい。これは、

異議申し立て勢力と支持者の規模の他に、その内

容が米国の政策にどれほど対立するかによって測

ることができるだろう。そして、ここまで述べて

きたような様々な国際的要因に影響を受け「同時

多発的」に強まった異議申し立てを担った勢力は

米国の政策と対立する方針を掲げることが多かっ

たことから、そうした勢力が支持を受けるほど、

米国は緊急の対処を迫られたといえる。ここでい

う国際的要因とは、ここまでの分析から、①朝鮮・

インドシナ休戦とその後の緊張緩和、②反核感情

の高まり、③A・A諸国の影響力の増大、④中

国の台頭、⑤各国の経済の軍事的論理への従属、

⑥米国の軍事的論理を基調とする対北東アジア政

策であったと整理できる。こうした観点から見た

時、日本、沖縄に比べて、韓国においては、進歩

党でさえ米国の政策と対決する傾向が弱かった上

に、後述するように、その後、実際に与党と最も

強く対立するのは、こうした諸要因とは殆ど関係

のない親米的な民主党であった。さらに、岸訪米

や極東軍再編の準備における米国の政策決定の際

にも、その審議過程で議題の多くを占めた日本や

沖縄の異議申し立てに比べれば、韓国のそれはあ

まり注意を払われていない。この「強さ」が特に

ものをいうのは、岸訪米の後であり、沖縄におけ

る反米的な異議申し立ては収まらず、米国に政治・

経済に対する配慮をする方向へと政策を転換させ

ることとなるが、韓国の国内勢力は 1956 年の選

挙以上に経済重視への転換の契機を米国に与える

ことはなかった。

　以上のように、各国（もしくは行政区域）の異

議申し立てに対し、米国側がどのような対処法を

有効と思い、その対処法が各国における経済の安

定・発展のための施策とどの程度親和性があった

のかが、米国の「経済重視」への政策の転換と、

転換後の政策の性質の違いを規定したと思われ

る。例えば、米国にとっての日本における最大の

課題は、先述の通り中立化などによる日本の米国

からの離反を防ぐということであり、米国はその

手段として、無理のある軍事支出を要求しないこ

とや、貿易促進の条件を整えることなどによって

日本の経済発展を支援するという方策が有効だと

考えた 95。沖縄においては、土地問題自体がそも

そも経済問題的性格が強く、また、復帰運動を押

さえ込み、米軍基地への住民の協力を得、左派勢

力の支持基盤を増やさないためにも、住民の生活
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水準の向上が志向された。しかし、韓国では、進

歩党や民主党の経済的主張が最も影響力を持った

のは先述の大統領選挙においてであり、それ以降、

問題となったのは、自由党と民主党の間の権力闘

争の激化による政局の混乱や、与党の非民主的手

法の採用といった政治的問題であった。米国政府

内の実務者レヴェルでは韓国の経済開発を重視

しようという動きもあったが、こうした最大の

問題が直接経済的な問題とはつながらなかった

ことが、同じ周辺地域であっても沖縄や台湾 96

に比べ、韓国で経済開発の政策がなかなか進まな

かった要因の一つであったと思われる。

　1950 年代中盤には、国際情勢における様々な

潮流が、多様な形で各国内の政治的要因と結びつ

き、北東アジア全体における異議申し立てを強め

ていった。こうして米国務省は対日対韓対沖政策

の再調整による対処を迫られることとなるが、そ

の変化の最初の重要な機会が岸訪米と極東米軍再

編であった。しかし、結局、軍部の反対もあって、

この時点では韓沖における「軍事の論理」優先と

いう既成事実を変更するには至らなかった。さら

に、日本を優先した米国の対処によって、この時

期は（李承晩は望んだにせよ）核兵器と米軍は韓

沖にという構図を固定化させる一つの契機となっ

たと言えるだろう。

　さらに、これらの異議申し立ての強さと性質が

米国の「軍事から開発へ」の政策転換に強く関わっ

ており、その結果、この転換が最も遅れたのが韓

国であった。つまり、米国の政策転換を規定した

のは、「地域内垂直分業」の他に、より根本的に、

北東アジアの各国が当初どのように冷戦に巻き込

まれたか、その巻き込まれ方とその後成立した国

内体制が、各国内の人々に何を考え、何を発言す

ることを促し、もしくは、逆に不可能にしたかと

いう問題であったといえる。
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The Cold War and Objections in Northeast Asia in the 1950s

KOU Kenrai （The University of Tokyo Graduate School of Arts and Sciences）

In the early 1950’s, the roles of the North-

east Asian states, including quasi-states like 

Okinawa,  were formed as American Cold War 

policy was tied to the policies of each local gov-

ernment.  However, at the same time, arguments 

of resistance to these roles were also formed 

in each state. This paper deals with those ar-

guments.  Since each state played a different 

role in America’s Cold War policy, there were 

significant differences in the characters of their 

respective arguments of resistance. Nonetheless,  

these arguments share a common background 

since they appeared when these states became 

embroiled in the Cold War, and intensified there-

after amid the changing international situation in 

the mid-1950’s.  From 1957 onwards, these argu-

ments of resistance pressed for the need to re-

organization the US’s policy on Northeast Asia.

This paper examines the processes by which 

each of these arguments of resistance was simul-

taneously formed and developed and the critical 

factors of these developments, by focusing on 

the  the ideological changes of political leaders 

in each state. This paper treats Japan, Republic 

of Korea and Okinawa, because these states (and 

administrative distric) were inextricably tied to 

each other within US policy vis-à-vis Northeast 

Asia. 




